











ない｡ あくまでもガイダンス (手引き) である｡
その内容は社会的責任を果たすための７つの原則､ ７つの中核主題､ 36の課題よりなる｡ そ
の中から､ 各組織が必要なものを自らが判断選択して取り組んでいくことになる｡
本論文は36の課題の１つである ｢項番６. ７. ７消費者課題５：消費者データ及びプライバ





『消費者データ及び保護プライバシーは､ 収集される情報の種類､ 並びに情報の取得､ 使用及
び保護の方法を限定することによって､ 消費者のプライバシー権を保護することを目的として
いる｡ 大容量データベースの充実､ 並びに (金融取引を含む) 電子通信及び遺伝子検査の利用
増加に伴い､ 特に個人を特定できる情報に関し､ どのように消費者のプライバシーを保護でき
るのかという問題生じている｡




井 上 尚 之











 収集する個人データを､ 製品及びサービスの提供に不可欠な情報､ 又は消費者が情報を
与えられ､ 自発的に同意した上で提供された情報に限定する｡




 消費者が情報を与えられ､ 自発的に同意した場合､ 又は法によって義務付けられている




には､ 係るデータは､ 適宜､ 消去したり､ 修正したり､ 完結したり､ 又は変更すべきであ
る｡
 十分な安全保護によって個人データを保護する｡
 個人データに関る開発､ 慣行及び方針を明示して､ 個人データの存在､ 性質及び主な用
途を速やかに開示する方法を設ける｡
	 組織内でデータ保護責任者 (データ管理者という場合がある｡) の氏名及び通常の勤務
場所を開示し､ 上記の措置及び関連法を順守する責任をこの者に負わせる｡
３. 個人情報保護法と26000の規格６. ７. ７との関係
ここでは､ 日本で2005年４月１日より施行された ｢個人情報保護法｣ と26000の規格６.
７. ７との関係を闡明する｡
前項のについては､ 個人情報保護法 (以下､ 保護法と略記) の第16条に該当する｡




ただし､ が不正手段かどうかは決められない面がある｡ このについては､ 後述の ｢







第15条 個人情報取扱事業者は､ 個人情報を取り扱うに当たっては､ その利用の目的をできる
限り特定しなければならない｡
前項のについては､ 保護法の第15条２､ 第44条に該当する｡





第25条 個人情報取扱事業者は､ 本人から､ 当該本人が識別される保有個人データの開示 (当
該本人が識別される保有個人データが存在しないときにその旨を知らせることを含む｡
以下同じ｡) を求められたときは､ 本人に対し､ 政令で定める方法により､ 遅滞なく､
当該保有個人データを開示しなければならない｡
第26条 個人情報取扱事業者は､ 本人から､ 当該本人が識別される保有個人データの内容が事
実でないという理由によって当該保有個人データの内容の訂正､ 追加又は削除 (以下こ
の条において ｢訂正等｣ という｡) を求められた場合には､ その内容の訂正等に関して
他の法令の規定により特別の手続が定められている場合を除き､ 利用目的の達成に必要
な範囲内において､ 遅滞なく必要な調査を行い､ その結果に基づき､ 当該保有個人デー
タの内容の訂正等を行わなければならない｡
前項のについては､ 保護法第20条に該当する｡
第20条 個人情報取扱事業者は､ その取り扱う個人データの漏えい､ 滅失又はき損の防止その
他の個人データの安全管理のために必要かつ適切な措置を講じなければならない｡
前項のについては､ 保護法第43条などに該当する｡
第43条 認定個人情報保護団体は､ 対象事業者の個人情報の適正な取扱いの確保のために､ 利
用目的の特定､ 安全管理のための措置､ 本人の求めに応じる手続その他の事項に関し､





























個人情報は､ 特定された収集目的を超えて開示､ 提供又は利用されてはならない｡ ただし本
人の同意がある場合又は法令に基づく場合はこの限りではない｡ (26000のの一部)
 安全保護の原則














合理的な期間内で､ 手数料を定めた場合は合理的な金額で､ 合理的な方法で､ かつ当該本
人に容易に理解できる形式で応じなければならない｡)｡
 本人の求めに応じない場合にその理由のその説明を求め異議を唱える｡








































) が設立された｡ 同年より日本の審査機関が	9001の認証審査を始めた｡ 1996から
は	14001が発行し､ 日本の審査機関が	14001の認証審査を始めた｡




トシステム認証制度である ｢エコアクション21｣ を創設し､ 2004年10月からスタートさせてい
る｡








３. ４. １ 運用手順
３. ４. ２ 取得､ 利用及び提供に関する原則
３. ４. ３ 適正管理
３. ４. ４ 個人条に関する本人の権利












５. 情報管理システム  27001：2005












４. ２. １ 	の確立
４. ２. ２ 	の導入及び運用
４. ２. ３ 	の監視及びレビュー


















機密にすべき多様な情報､ たとえば会社情報､ 従業員個人情報､ 顧客情報､ アンケート情報な







組織は､ 消費者データの取得､ 使用及び保護のための厳格なシステムの使用を通じて､ 自らの
信頼性及び消費者の信用の維持に寄与することができる｡
６. 26000と27001と15001の関係
26000における ｢項番６. ７. ７消費者問題５：消費者データ及びプライバシー｣ に近
い規格は15001である｡ 26000における ｢規格６. ７. ７消費者問題５：消費者データ
及びプライバシー｣ は､ 日本の個人情報保護法を超えた内容も含むが､ 個人情報保護法を順守
するために造られた15001は個人情報保護法を包含すると同時に26000における規格６.
７. ７により近い内容になっているといえる｡
26000における ｢項番６. ７. ７サービス利用､ 又は特別価格の条件として､ データ
の望ましくない利用への同意をマーケッティング目的で消費者に求めることは控える｡｣ につ




の確立及び運営管理｣ でその部分を文書に明記すればよい｡ 15001ならば､ ｢３. ４. ５
教育｣ の教育の部分で教えればよい｡









27001では､ ４. ２. ２の) に ｢教育・訓練及び意識向上のためのプログラムを実施
する｣ とあり､ ５. ２. ２は､ ｢教育・訓練､ 意識向上及び力量｣ の項目が挙げられている｡
また､ 15001には ｢３. ４. ５ 教育｣ の項目がある｡




｢６. ７. ３ 消費者課題１：公正なマーケティング､ 事実に即した偏りのない情報､ 及び公
正な契約履行｣
この項番の説明は要約すると次のようになる｡













現在､ 情報倫理を扱う教科書は多く販売されている｡ これらの教科書は､ 企業のみならず､
大学でも使用されている｡ その内容は､ を利用するときの行動規範が主である｡ 法律では､
｢個人情報保護法｣ ｢著作権法｣ を主として扱っている｡
しかしながら多くの情報倫理を扱った教科書には正しい情報を消費者に与えることが重要で













 26000において情報セキュリティを扱っている部分は､ ｢項番６. ７. ７消費者課題５：
消費者データ及びプライバシー｣ である｡
 ｢項番６. ７. ７消費者課題５：消費者データ及びプライバシー｣ は､ 個人情報保護法と
概ね重なるが､ 一部その範囲を超えている｡ しかし､ 個人情報保護法の第３者認証を目指し
た規格である15001は個人情報保護法よりもより26000の項番６. ６. ７に近い｡
 27001は組織における組織の機密にすべき多様な情報､ たとえば会社情報､ 従業員個
人情報､ 顧客情報､ アンケート情報などの機密を保護するための第3者認証を伴うマネジメ
ントシステムである｡







 26000の ｢項番６. ７. ７消費者課題５：消費者データ及びプライバシー｣ 及び ｢項









・日本規格協会編 『26000：2010社会的責任に関する手引き』 (2011､ 日本規格協会)
・財団法人日本情報処理開発協会､ プライバシーマーク推進センター編 『15001：2006をベースにし
た個人情報保護マネジメントシステム実施のためのガイドライン (第２版)』 (2010､ 日本規格協会)







・小暮仁 『教科書情報倫理』 (2008､ 日科技連)
・佐々木良一､ 会田和弘 『情報セキュリティ入門―情報倫理を学ぶ人のために』 (2010､ 共立出版)
・情報教育学研究会・情報倫理教育研究グループ 『インターネット社会を生きるための情報倫理 2011
インターネット』 (2011､ 実教出版株式会社)
・静谷啓樹 『情報倫理ケーススタディ』 (2008､ サイエンス社)
・村田潔編 『情報倫理―インターネット時代の人と組織』 (2004､ 有斐閣選書)
・編著､ 	監訳 『わかりやすい情報セキュリティマネジメントシステム 27001実
践ガイド』 (2011､ 日本規格協会)
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